
 

神戸市高校生等通学定期券補助金交付要綱 

 

令和 4 年９ 月１ 日 こ ども 家庭局⻑ 決定 

 

（ 目的）  

第１ 条 こ の要綱は、 子育て世帯の負担を 軽減し 、 子ども の進路選択の幅を 広げる ため、 高校生

等の通学定期券の購入に要する経費について予算の範囲内で補助するこ と に関し て、 地方自治

法（ 昭和 22 年法律第 67 号）、 地方自治法施行令（ 昭和 22 年政令第 16 号）、 神戸市補助金等の

交付に関する規則（ 平成 27 年３ 月神戸市規則第 38 号。 以下「 補助金規則」 と いう 。） に定めが

あるも ののほか、 当該補助金の交付等に関し て必要な事項を定める。  

（ 用語の定義）  

第２ 条 こ の要綱において、 次に掲げる用語の意義は、 当該各号に定めると こ ろ による。  

(1)  高校生等 16 歳に達する日の属する年度（ ただし 、 ４ 月１ 日生まれの者のみ 16 歳に達す

る 日の属する 前年度。 以下同じ 。） の４ 月１ 日から 20 歳に達する日の属する年度（ ただし 、

４ 月１ 日生まれの者のみ 20 歳に達する日の属する前年度。以下同じ 。） の３ 月 31 日までの間

にある者のう ち、 次のいずれかに該当する者を いう 。  

 ア 学校教育法（ 昭和 22 年法律第 26 号。 以下「 法」 と いう 。） 第１ 条に規定する高等学校、

中等教育学校、 特別支援学校に在学する者 

イ  法第１ 条に規定する高等専門学校に在学し 、 第３ 学年の課程を 修了するまでの者 

ウ 法第 124 条に規定する専修学校の高等課程に在学する者（ 法第１ 条に規定する高等学校

を 卒業し た者を除く 。）  

エ 法第 134 条に規定する各種学校で、 住民基本台帳法（ 昭和 42 年法律第 81 号） 第 30 条

の 45 に規定する外国人住民を 専ら 対象と するも のに在学する者 

(2)  高等学校等 高校生等が在学する 学校をいう 。  

(3)  公共交通 新幹線を除く 鉄道、 バス、 その他市⻑ が認めた公共交通機関を いう 。  

(4)  通学定期券 自宅と 高等学校等と の間を 継続的に往復するために公共交通を 利用する高校

生等に対し て、 公共交通事業者が１ 箇月以上の一定期間を 利用単位と し て発行する定期乗車

券（ モバイ ル端末等で利用でき るアプリ ケーショ ンにおいて取り 扱う 定期券等を 含む。） をい

う 。  

（ 補助対象者）  

第３ 条 補助金の交付を 受けるこ と ができ る者は、 次の各号の要件を すべて満たす者（ 以下「 対

象高校生等」と いう 。） の保護者（ 法第 16 条に規定さ れる者をいう 。以下本要綱において同じ 。）

と する。 ただし 、 市⻑ が認める特別の事情があると き は、 こ の限り でない。  

(1） 当該補助金の交付を受けよう と する年度（ 毎年４ 月１ 日から 翌年３ 月 31 日。 以下同じ 。）

において、 住民基本台帳法の規定に基づき 、 神戸市の住民基本台帳に登録さ れている期間が

あるこ と  

(2)  通学定期券を 利用する 高校生等に該当する こ と（ 交付の申請を 行う 日から 12 か月前までの

間に該当し ていた場合を含む）  

(3） 世帯全員が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（ 平成３ 年法律第 77 号） 第２

条第２ 号に規定する暴力団又は暴力団と 密接な関係者ではないこ と  



 

( 4)  高等学校等の在学期間において、 各年度に交付決定または不交付決定を 受けた場合を 1 回

と し て算定し 、 合計し た数が 3 回未満であるこ と （ 同一年度内で複数の交付決定または不交

付決定を 受けていると き は、 当該年度においては 1 回と し て取り 扱う ）  

 （ 補助対象経費）  

第４ 条 補助の対象と なる 経費（ 以下「 補助対象経費」 と いう 。） は、 対象高校生等が、 住民基本

台帳上の神戸市内の住所から 高等学校等への通学のために購入し た通学定期券（ 当該補助金の

交付を 受けよう と する 年度にかかる も のに限る） の経費と する。 ただし 、 別表１ の事由に該当

する場合は、 別表１ 右欄によっ て算出し た額と する。  

２  通学定期券については、 その経路が合理的と 認めら れるも の且つ往路及び復路において同一

のも のに限る。 ただし 、 市⻑ が認める特別の事情があると き は、 こ の限り でない。  

３  補助対象経費の計算は通学定期券１ 枚ごと に行い、 複数枚あると き は、 それら を 合計し た金

額を 補助対象経費と する。  

４  鉄道の利用に係る特急料金は、 補助対象経費から 除く 。  

 （ 補助金の額）  

第５ 条 補助金の額は、 神戸市内に所在する高等学校等へ通学する対象高校生等（ 以下「 市内通

学者」 と いう 。） と 神戸市外に所在する高等学校等へ通学する対象高校生等（ 以下「 市外通学者」

と いう 。） について各号のと おり 対象高校生等ごと に算出するも のと する。  

(1)  市内通学者 前条に定める補助対象経費の額から 次項に掲げる額を 控除し た額と する。  

(2)  市外通学者 前条に定める 補助対象経費の額から 次項に掲げる額を 控除し た額に２ 分の１

を 乗じ て得た額と する。 また、 補助限度額は一年度につき 40 万円と し 、 １ 円未満の端数があ

る と き は、 こ れを 切り 捨てる。  

２  前項の補助金の額の算出において補助対象経費から 控除する額は、 次のと おり と する。  

(1)  紛失等の理由により 同一の公共交通について通学定期券を 重複し て購入し た期間がある 場

合においては、 先に購入し た通学定期券について重複する期間にかかる通学定期券の購入に

要する経費を 日割り により 計算し た額。 こ の場合において、 １ 円未満の端数があると き は、

こ れを切り 上げる。  

(2)  学校教育法施行規則（ 以下「 省令」 と いう 。） 第 92 条（ 省令第 113 条による準用する場合

を 含む。 以下同じ 。） 等に規定さ れる転学（ 以下「 転学」 と いう ）、 住民基本台帳法第 23 条の

転居（ 以下「 転居」 と いう ）、 又は自宅と 高等学校等と の間の通学区間の経路の変更を し た場

合においては、 次に掲げる額。 こ の場合において、 １ 円未満の端数があると き は、 こ れを 切

り 上げる。  

  ア 自宅から 転学前の高等学校等までの通学区間の経路、 転居前の住所から の通学区間の経

路又は経路の変更の前日までの経路にかかる通学定期券について、 転学の日、 転居の日又

は経路の変更の日以後の期間にかかる通学定期券の購入に要する経費を 日割り により 計算

し た額 

  イ  自宅から 転学後の高等学校等までの通学区間の経路、 転居後の住所から の通学区間の経

路又は経路の変更の日以後の経路にかかる通学定期券について、 転学の前日、 転居の前日

又は経路の変更の前日までの期間にかかる通学定期券の購入に要する経費を 日割り により

計算し た額 

 



 

（ 交付申請）  

第６ 条 申請者は、 補助金規則第５ 条第３ 項に基づき 補助金等の交付を 申請すると き は、 次に掲

げる書類を 書面又は電磁的記録（ 電子的方式、 電磁的方式その他知覚によっ ては認識でき ない

方式で作ら れた記録を いう 。 以下本要綱において同じ 。） によっ て、 当該補助金の交付を 受けよ

う と する年度の１ 月４ 日（ １ 月４ 日が神戸市の休日を 定める条例（ 平成３ 年３ 月 28 日条例第 28

号） 第２ 条に定める本市の休日に該当する場合は、 本市の休日の翌日と する。） から 翌年度４ 月

の最終月曜日までの間に、 市⻑ に提出し なければなら ない。  

(1)  補助金交付申請書（ 様式第１ 号）  

(2)  補助対象経費にかかる すべての通学定期券の写真。ただし 、転学、 転居、 又は自宅と 高等学

校等と の間の通学区間の経路の変更がない場合、 同一の定期券種別（ 発行公共交通事業者、

購入区間、 購入期間の種別、 金額） ごと に有効期間が最も 新し い通学定期券の写真を 提出す

る こ と と し 、 その他の通学定期券の写真の提出を省略するこ と ができ る。  

 (3)  高等学校等が対象高校生等に対し て発行する学生証の写真又は在学証明書 

(4)  その他市⻑ が必要と 認める書類 

２  前項第２ 号但し 書き により 提出を 省略し た通学定期券の写真について、 申請者は、 前項第１

項の申請期間の初日を 含む年度の翌年度末日まで保存し なければなら ない。  

３  前２ 項の規定について、災害その他市⻑ がやむを 得ないと 認める場合には、こ の限り でない。 

（ 交付の決定）  

第７ 条 市⻑ は、 補助金規則第６ 条による補助金の交付決定を 行う と き は、 書面又は電磁的記録

により 、 次に掲げる書類を も っ てすみやかに申請者に通知するも のと する。  

(1)  補助金交付決定通知書（ 様式第２ 号）  

(2)  その他市⻑ が必要と 認める書類 

２  市⻑ は、補助金規則第６ 条第３ 項による補助金の交付が不適当である旨の通知を 行う と き は、

書面又は電磁的記録により 、 次に掲げる書類を も っ て申請者に通知するも のと する。  

(1)  補助金不交付決定通知書（ 様式第３ 号）  

(2)  その他市⻑ が必要と 認める書類 

３  前２ 項の電磁的記録による通知は、 電子計算機に備えら れたフ ァ イ ルへの記録がさ れたと き

に当該通知を 受ける者に到達し たも のと みなす。  

（ 補助金の交付）  

第８ 条 市⻑ は、 前条第１ 項による補助金の交付決定後、 すみやかに申請者の振込指定口座に補

助金を 支払う も のと する。  

（ 申請の取下げ）  

第９ 条 申請者は、 第７ 条の規定によ る通知を 受けた場合において、 補助金規則第９ 条による申

請の取下げを すると き は、 市⻑ に補助金交付申請取下届出書（ 様式第４ 号） を 提出するこ と に

より 申請を取り 下げるこ と ができ る。  

（ 補助金の返還）  

第 10 条 申請者は、補助金の交付の決定を 受けた後において、補助対象経費にかかる通学定期券

の解約又は変更を し よ う と すると き 、 第３ 条に定める補助対象者ではなく なっ たと き 、 別表１

の第２ 項、第４ 項、第６ 項、第７ 項及び第９ 項並びに転学のいずれかの事由が発生し たと き は、

補助金返還事由申出書（ 様式第５ 号） により 市⻑ に申し 出なければなら ない。  



 

２  市⻑ は、 前項の申し 出があっ たと き は、 既に補助金を 交付し ている 場合においては、 第５ 条

の規定を 準用し て算出する相当額について、 補助金返還請求通知書（ 様式第６ 号） により 補助

金の返還を請求するも のと する。  

（ 交付決定の取消し ）  

第 11 条 市⻑ は、 補助金規則第 19 条による 補助金等の交付決定の全部又は一部を取消し たと き

は、 速やかに、 その旨を補助金等交付決定取消通知書（ 様式第７ 号） により 申請者に通知する

も のと する。  

２  前項の規定により 補助金の交付を 取消し た場合において、 当該取消し に係る部分について既

に補助金を交付し ていると き は、 市⻑ は、 期日を定めて返還を 命ずるも のと する。  

３  第１ 項の規定により 交付決定の取消し を 行っ た者に対し ては、 市⻑ は、 当該決定以降、 本補

助金の申請を 受け付けないこ と ができ る。  

（ 必要な調査等）  

第 12 条 市⻑ は、 地方自治法第 221 条第２ 項に基づき 、 必要な限度において、 第８ 条の補助金の

交付を 受けた者に対し 、 報告又は必要な資料の閲覧を 求めるこ と ができ る。  

（ 譲渡又は担保の禁止）  

第 13 条 補助金の交付を受ける権利は、 譲渡し 、 又は担保に供し てはなら ない。  

（ 施行細目の委任）  

第 14 条 こ の要綱に定めるも ののほか、補助金等の交付に関し て必要な事項は、所管課⻑ が定め

る。  

 

附 則 

（ 施行期日）  

１  こ の要綱は、 令和４ 年９ 月１ 日から 施行する。  

（ 補助対象経費）  

１  第４ 条第２ 項に、「 ４ 月 1 日から ３ 月 31 日までの間のも の」 と あるのは、 令和４ 年度に限り

「 令和４ 年９ 月１ 日から 令和５ 年３ 月 31 日までの間のも の」 と 読み替える。 なお、 有効期間の

始期が９ 月１ 日以前のも ので有効期間が９ 月１ 日以降にまたがるも のは、 令和４ 年度の補助対

象と する。  

（ 補助金の額）  

１  第５ 条第１ 項中「 144,000 円」 と あるも のは、 令和４ 年度に限り 「 84,000 円」 と 読み替える

も のと する。  

 

附 則 

１  こ の要綱は、 令和５ 年４ 月１ 日から 施行する。  

 

附 則 

（ 施行期日）  

１  こ の要綱は、 令和６ 年９ 月１ 日から 施行し 、 令和６ 年４ 月１ 日から 適用する。  

（ 補助対象経費）  

１  第４ 条第２ 項第１ 号に「 当該補助金の交付を受けよう と する年度（ 毎年４ 月１ 日から 翌年３



 

月 31 日。 以下同じ 。） の４ 月 1 日から ３ 月 31 日までの間に購入し たも のに限る。 ただし 、 別表

１ の事由に該当する場合は、 別表１ 右欄によっ て算出し た額と する。」 と あるも のは、 令和６ 年

度に限り 次のと おり 読み替えるも のと する。  

「 次のと おり 算出し た額を 合計し て得た額と する。  

 ア 有効期間の始期が令和６ 年４ 月 1 日から ８ 月 31 日までの間のも の。ただし 、附則別表１

の事由に該当する場合は、 附則別表１ 第一欄によっ て算出し た額と する。  

 イ  令和６ 年９ 月 1 日から 令和 7 年３ 月 31 日までの間に購入し たも の。 ただし 、 附則別表

１ の事由に該当する場合は、 附則別表１ 第二欄によっ て算出し た額と する。」  

（ 補助金の額）  

１  第５ 条第１ 項第１ 号に「 前条第２ 項第１ 号に定める補助対象経費の額と する。」と ある も のは、

令和６ 年度に限り 次のと おり 読み替えるも のと する。  

「 次のと おり 算出し た額を 合計し て得た額と する。  

ア 前条第２ 項第１ 号(ア)に定める補助対象経費から 60,000 円及び次項に掲げる額を 控除し

た額に２ 分の１ を 乗じ て得た額。 ただし 、 附則別表１ 第一欄の第２ 項から 第４ 項のいずれ

かに該当する と き の補助金の額は、 前条第２ 項第１ 号(ア)に定める 補助対象経費から 、 附

則別表１ 第一欄の第２ 項から 第４ 項に基づき 算出対象期間から 除かれる期間を 除いた月数

に 12,000 円を 乗じ た額及び次項に掲げる額を 控除し た額に２ 分の１ を乗じ て得た額。こ の

場合において、 １ 円未満の端数があると き は、 こ れを 切り 捨てる。  

イ  前条第２ 項第１ 号(イ )に定める補助対象経費の額から 次項に掲げる額を控除し た額。」  

（ 交付申請）  

１  第６ 条第１ 項第１ 号に「 様式第１ －１ 号」 と あるも のは、 令和６ 年度に限り 「 附則様式第１

号」 と 読み替えるも のと する。  

（ 補助金の返還）  

１  第 10 条第１ 項に「 別表」 と あるも のは、 令和６ 年度に限り 「 附則別表１ 及び別表２ 」 と 読み

替えるも のと する。  

 

附 則 

１  こ の要綱は、 令和７ 年４ 月１ 日から 施行する。  

 

附 則 

１  こ の要綱は、 令和８ 年８ 月 14 日から 施行する。  

 

附 則 

１  こ の要綱は、 令和８ 年 11 月 9 日から 施行する。  

 

  



 

別表１  補助対象経費の算出（ 第 4 条関係）  

項 事由 補助対象経費の算出方法 

1 当該補助金の交付を 受けよ う と する 年

度を またぐ 通学定期券を 購入し たと き  

当該補助金の交付を 受けよ う と する 年度

の期間に係る経費を補助対象経費と する。  

2 生活保護法、 神戸市ひと り 親家庭高校

生等通学定期券補助制度そ の他の法

令、 補助制度等によ り 通学に要する 経

費に対する補助金等が交付さ れると き  

当該交付の期間に係る 経費を 除いた額を

補助対象経費と する。  

3 対象高校生等が住民基本台帳法第 22 条

に規定さ れる 転入を し 、 転入届を 神戸

市⻑ に届け出たと き  

転入を し た日以降の期間に係る 経費を 補

助対象経費と する。  

4 対象高校生等が住民基本台帳法第 24 条

に規定さ れる 転出届を 神戸市⻑ に届け

出て、 転出を し たと き  

転出を し た日の前日以前の期間に係る 経

費を 補助対象経費と する。  

5 対象高校生等が省令第 90 条（ 省令第

179 条により 準用する場合を 含む。）、第

110 条、 第 181 条等に規定さ れる入学

を し たと き  

入学を し た日以降の期間に係る 経費を 補

助対象経費と する。  

6 対象高校生等が省令第 94 条（ 省令第

113 条及び第 179 条により 準用する場

合を 含む。）、 第 181 条等に規定さ れる

休学又は退学を し たと き  

・ 休学を し た日から 休学を 終え復学し た日

の前日ま で を 除いた期間に係る 経費を 補

助対象経費と する。  

・ 退学を し た日までの期間に係る経費を補

助対象経費と する。  

7 対象高校生等が省令第 96 条（ 省令第

113 条による準用する場合を 含む。）、第

183 条の２ 等に規定さ れる 高等学校等

の全課程の修了を し たと き  

修了し た日ま で の期間に係る 経費を 補助

対象経費と する。  

8 対象高校生等が通信制の課程に在学す

ると き  

当該補助金の交付を 受けよ う と する 通学

定期券の有効期間にかかる すべて の月に

おいて、 在学する高等学校等へ１ 月あたり

12 日以上通学する 場合、その購入に係る経

費を 補助対象経費と する。（ ただし 、夏休み

等の⻑ 期休暇を 含む月については、 通学日

数が 12 日未満でも 補助対象と なる場合が

ある 。）  

９  対象高校生等が通学定期券の払い戻し

を 受けたと き  

払い戻し 日の前日以前の期間に係る 経費

を 補助対象経費と する。  

・ 日割り により 求める。  

・ 計算に関し て 1 円未満の端数が生じ ると き はこ れを 切り 捨てる。   



様式第1号

令和 年 月 日

〒

年 月 日

銀行コード（4桁）

名称

普通（総合） 当座 貯蓄

●

●

●

●

●

〒

はい（住民票上の住所です）
いいえ ➡ 以下に通学時点の住民票上の住所を記入してください

〒

市内 市外

名　　前

②高等学校（通信制）

上記住所は、住民票に登録のある（あった）住所ですか。

※通信制高校の場合、通学先（実際に通っているサポート校・技能提携校・キャンパス等）をご記入ください。

学校種別を
選択してく
ださい

①高等学校（全日制・定時制）

③高等専門学校（第１学年～第３学年）

④中等教育学校（後期課程）

⑥専修学校（高等課程）

⑦外国人学校

学 校 名

通学先の名称：

補助金振込先（申請者（保護者）の口座に限る）

信用組合
農協組合

名称 本店
支店
出張所

銀行
信用金庫

支店コード（3桁）
金融機関情報
※名称は必須。銀行コード、
支店コードは可能な範囲で
記載

口座種別

住　　所

通学時点の住所が、保護者の住所と異なる場合に記入してください。

神戸市高校生等通学定期券補助金交付要綱第６条の規定に基づき、本書のとおり申請します。
申請にあたり、下記の項目に同意・宣誓します。 （申請書を提出した時点で、同意・宣誓したものとみなします。）

対象となる高校生等の在学する（していた）高等学校等に、神戸市が申請内容の確認を行うこと。

利用交通機関に、神戸市が払い戻し情報の開示を求めること。

口座名義(カタカナ)

年

※申請者氏名と同じ口座名義以外の口座は指定できません。

口座番号

補助対象となる通学定期券をすべて購入し終わってから、1年間度分をまとめて申請すること。

虚偽申請、その他不正な手段により補助金の交付を受けた場合は、交付決定を取消し補助金全額を返還すること。また
交付決定の取消し以降、神戸市が本補助金申請を受け付けないこと。

通学先の住所：

学校所在地

⑤特別支援学校

フリガナ
生年月日 月 日

対象の高校生等

申請資格の確認や補助金額の算出のため、申請者及び対象となる高校生等に関して、神戸市が次の事項を確認するこ
と。①対象となる高校生等に関する住民登録②神戸市ひとり親家庭高校生等通学定期券補助金受給状況③生活保護
受給状況④福祉乗車証、特別支援教育就学奨励費、その他通学費に係る支援の受給状況

神 戸 市 長 宛

神戸市高校生等通学定期券補助金交付申請書

申請者（保護者）

住　　所

携帯番号
※申請に不備があった場合等にSMSで連絡を行うことがあるため、SMSを受信できる携帯の電話番号を記載してください。
                                                                                                                           （携帯がない場合は、自宅の電話番号を記載ください）

メールアドレス
※申請に不備があった場合等に電子メールで連絡を行うことがあるため、普段利用しているメールアドレスを記載してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　 　　＠

生年月日

フリガナ 高校生等との続柄

名　前



はい （はい　　にチェックした方は、別紙を記載のうえ【質問２】へ）

いいえ （いいえ　にチェックした方は、【質問２】へ）

【質問２】補助対象となる定期券の期間中に以下事項にあてはまるものはありますか。（複数選択可）

以下に該当するものはない

神戸市内での転居 転居前の住所

転学日 令和 年 月 日

市内 市外

)

【質問３】補助対象となる定期券の期間中に以下事項にあてはまるものはありますか。（複数選択可）

以下に該当するものはない

入　学 令和 年 月 日

卒　業 令和 年 月 日

令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

令和 年 月 日

通信制高校に通学している場合は下記を確認のうえ□にチェックしてください。

上記について、確認しました

【質問４】他の制度による支援・補助の有無、補助金額の算出について

上記について、確認しました

【質問５】申請する定期券の枚数について

枚

※2・3月卒業以外　例）海外の教育制度による6月・7月卒業等

画像が準備できない通学定期券を申請する場合は、以下の２点をあわせて提出してください。
審査の上、補助の対象となる場合があります。
　①通学証明書（自宅から学校までの通学区間を確認します）
　②領収書、クレジットカード利用明細等（通学定期券を購入したことを確認します）
　　領収書等がない場合、ICカード事業者が発行する購入履歴等でも対応できる場合があります。

※以下を満たす場合のみ、「定期券画像の添付」を一部省略することができます。一部省略する場合は、左に
チェックをしたうえで、同一の定期券種別ごとに有効期間が最も新しい定期券を提出してください。
①転学、転居、又は自宅と高等学校等との間の通学区間の経路の変更がない場合
②同一の定期券種別（発行公共交通事業者、購入区間、購入期間の種別、金額）が以下を満たす
　(1)交通事業者・区間(出発・到着)が同じ
　(2)期間が同じ（学期定期ではない）
　(3)金額が同じ (料金改定等がない)

補助対象となる全ての「定期券画像の添付」

休　学

　　①対象となる高校生等が以下の他制度を利用されている場合は、重複受給とならないように
　　　控除して補助金額を算出します。
　　　・生活保護
　　　・神戸市ひとり親家庭高校生等通学定期券補助金　等
　　②重複等の事由がある場合、申請時の金額から対象外となる経費を控除して補助金額を算出します。

＜経路変更とは＞転居・転学・その他の理由（運行ルートの変更やダイヤ改正）により、
通学の手段・ルートを変更すること。

転学(転入学・編入学)

転学前に、通信制高校とサポート校・技能提携校の両方に在籍していた場合は、実際に通っていたサポート校・技能提携校等をご記入ください。

転学前の学校所在地

　　定期券の有効期間のうち、全ての月において、1月あたり12日以上通学するために購入した定期券
　　が、補助の対象となります。
　　（１月あたり12日以上通学しない月を含む定期券は、補助の対象となりません。ただし、夏休み等の長期休暇を
      含む月については、通学日数が12日未満でも補助対象となる場合があります。）

退　学

通学先の名称： 通学先の住所：

学校種別 転学前の学校名

提出書類の確認（申請前に提出書類がそろっているか確認してください。）

高等学校等が対象高校生等に対して発行する学生証

【質問１】補助対象となる定期券の期間中に「経路変更」しましたか。または、「経路変更」の予定が
　　　　　ありますか。

※4月入学以外　例）10月に秋入学等

今回申請しようとする定期券の枚数
（定期券画像の添付を省略しようとする定期券、代替書類で申請する定期券も
含む）



様式第1号（ 別紙）

【質問】経路変更の回数について

経路変更は何回を行いましたか

回

経路変更前の経路

開始日・終了日 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

自宅から学校までの経路

経路変更後の経路（１回目）

経路変更が発生した理由 転居にともなう経路変更

転学にともなう経路変更

その他の理由による経路変更（理由：　　　　　　　　　　　）

開始日・終了日 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

自宅から学校までの経路

経路変更後の経路（２回目）

経路変更が発生した理由 転居にともなう経路変更

転学にともなう経路変更

その他の理由による経路変更（理由：　　　　　　　　　　　）

開始日・終了日 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

自宅から学校までの経路

経路変更後の経路（３回目）

経路変更が発生した理由 転居にともなう経路変更

転学にともなう経路変更

その他の理由による経路変更（理由：　　　　　　　　　　　）

開始日・終了日 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

自宅から学校までの経路

経路変更後の経路（４回目）

経路変更が発生した理由 転居にともなう経路変更

転学にともなう経路変更

その他の理由による経路変更（理由：　　　　　　　　　　　）

開始日・終了日 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

自宅から学校までの経路

経路変更後の経路（５回目）

経路変更が発生した理由 転居にともなう経路変更

転学にともなう経路変更

その他の理由による経路変更（理由：　　　　　　　　　　　）

開始日・終了日 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

自宅から学校までの経路

(6)

例）自宅→舞子坂～舞子駅前（神戸市バス）→舞子～三ノ宮（JR西日本）→学校

(5)

例）自宅→舞子坂～舞子駅前（神戸市バス）→舞子～三ノ宮（JR西日本）→学校

(4)

例）自宅→舞子坂～舞子駅前（神戸市バス）→舞子～三ノ宮（JR西日本）→学校

(3)

例）自宅→舞子坂～舞子駅前（神戸市バス）→舞子～三ノ宮（JR西日本）→学校

(2)

例）自宅→舞子坂～舞子駅前（神戸市バス）→舞子～三ノ宮（JR西日本）→学校

(1)

　　補助対象となる定期券の期間中に利用した自宅から学校までの全ての経路
　　(徒歩・自転車・スクールバスを除く）と期間を「交通機関/発着駅」の順で記入してください。

例）自宅→舞子坂～舞子駅前（神戸市バス）→舞子～三ノ宮（JR西日本）→学校

経路変更の内容について記載してください



様式第1号

連絡定期　( ）

その他　　( ）

～

年 月 日 ～ 年 月 日

円

注意  通学定期券の写真の提出を一部省略して申請する場合は必ずチェックしてください。

チェックがない場合は、すべての定期券の写真を添付していただく必要があるため、

有効期間が最も新しい通学定期券のみの提出では受付ができません。

・市内転居、転学、経路変更はありません

・通学定期券の購入区間ごとに、購入期間及び金額に変更はありません

・提出を省略した通学定期券は申請期間の初日を含む年度の翌年度末日まで保存します

神戸市バス 神姫バス

補助対象となる全ての定期券について記載してください

【定期券　 枚目】

ご注意ください！

対象となる定期券１枚ごとにこの用紙をご記入ください

定期券が２枚以上ある場合は、この用紙を定期券ごとに作成して提出してください

通学定期券の写真の提出を一部省略する場合でも、券面期間や金額の記入は必要です

阪神電車 阪急電鉄

山陽電鉄 神戸高速鉄道神戸電鉄

山陽バス

定期券券面
期間(A)

有効期間が最も新しい通学定期券の写真のみ提出するため、この定期券の写真の提出は省略します

※スクールバスは対象外です

※1枚の定期券で異なる交通機関にまたがる区間を利用している場合は、
　連絡定期を選択してください。例）連絡定期（神戸市営地下鉄・神戸市バス）

神鉄バス 阪神バス 阪急バス

・重複等の事由がある場合、申請時の金額から対象外となる経費を控除して補助金額を算出するため、補助
対象経費が異なる場合があります。

利用
交通機関名

神戸市営地下鉄 ポートライナー 六甲ライナー

ＪＲ西日本

みなと観光バス 淡路ジェノバライン

購入区間

定期券券面
金額(B)



 

様式第２ 号 

 

補 助 金 交 付 決 定 通 知 書 

（  公 印 省 略 ） 

第         号 

令和  年  月  日 

（ 申請者名）    様 

神戸市⻑  久元 喜造 

 

令和  年  月  日付で申請のあっ た神戸市高校生等通学定期券補助金については、

次のと おり 交付するこ と に決定し たので、 神戸市高校生等通学定期券補助金交付要綱（ 以

下「 要綱」 と いう 。） 第７ 条第１ 項の規定に基づき 下記のと おり 通知し ます。  

 

記 

 

１ ． 補助金交付決定額  円 

２ ． 対象高校生等の名前  

３ ． 交付の条件 

・ 本通知の決定を受けた後において、 要綱第10条第１ 項の

申出事由が生じ た場合は、 補助金返還事由申出書により

市⻑ に申し 出るこ と 。  

・ 要綱第10条第２ 号又は第11条第２ 項に規定する補助金の

返還が生じ た場合は、 市⻑ から の請求に基づき 、 期限内

に市⻑ の定める方法で納付するこ と 。  

・ 上記のほか、 神戸市補助金等の交付に関する規則及び要

綱に従う こ と 。  

 

  



 

様式第３ 号 

 

補助金不交付決定通知書 

 

（  公 印 省 略 ） 

第         号 

令和  年  月  日 

 

（ 申請者名）    様 

 

神戸市⻑  久元 喜造 

 

令和  年  月  日付で申請のあっ た神戸市高校生等通学定期券補助金については、

下記の理由により 不交付と するこ と に決定し たので、 神戸市高校生等通学定期券補助金交付

要綱（ 以下「 要綱」 と いう 。） 第７ 条第２ 項の規定に基づき 通知し ます。  

 

記 

 

１ ． 対象高校生等の名前  

２ ． 不交付と し た理由 

 

 

 

 

 

  



 

様式第４ 号 

 

補助金交付申請取下届出書 

 

令和  年  月  日 

神 戸 市 ⻑  宛 

住  所 
〒    － 

 

申請者名  

対象高校生等の名

前 

 

 

 令和  年  月  日付  第   号をも っ て交付決定のあっ た神戸市高校生等通学定

期券補助金について、 神戸市補助金等の交付に関する規則第９ 条の規定に基づき 、 補助金交付申

請を 取下げたいので、 神戸市高校生等通学定期券補助金交付要綱（ 以下「 要綱」 と いう 。） 第９

条の規定に基づき 届け出ます。  

 

取下げの理由 

 

 

 

 

 

 

  



 

様式第５ 号 

 

補助金返還事由申出書 

 

令和  年  月  日 

神 戸 市 ⻑  宛 

住  所 
〒    － 

 

申請者名  

対象高校生等の名前  

 

令和  年  月  日付  第   号をも っ て交付決定のあっ た神戸市高校生等通

学定期券補助金について、神戸市高校生等通学定期券補助金交付要綱（ 以下「 要綱」 と いう 。）

第10条第１ 項の規定に基づき 、 次のと おり 返還の事由が生じ たので申し 出ます。  

記 

１ ． 返還の事由 

※該当するも のにチェ ッ ク  

(その他の場合は理由を 

記入するこ と ) 

□ 補助対象経費にかかる通学定期券の解約又は変更 

□ 要綱第３ 条に定める補助対象者でなく なっ た 

□ 要綱別表の事由の発生 

（ □第２ 項 □第４ 項 □第６ 項 □第７ 項 □第８ 項）  

□ その他（                       ）  

２ ． 補助金等の額 
(   円) 

 円 

３ ． 添付書類 

・ 要綱第６ 条第１ 項第２ 号から 第４ 号までに規定する書類 

（ 注） 表中、 変更前の金額は上段に（  ） 書き 、 変更後の金額は下段に記入する。  



 

様式第６ 号 

 

補助金返還請求通知書 

 

（  公 印 省 略 ） 

第         号 

令和  年  月  日 

 

（ 申請者名）    様 

神戸市⻑  久元 喜造 

 

令和  年  月  日付の神戸市高校生等通学定期券補助金にかかる返還事由の申し

出を受け、 神戸市高校生等通学定期券補助金交付要綱（ 以下「 要綱」 と いう 。） 第10条第２

項の規定に基づき 、 次のと おり 補助金の返還請求について通知し ます。  

記 

 

１ ． 対象高校生等の名前  

２ ． 補助金等の額 

当初交付決定額  円 

申出後交付決定額  円 

差引交付決定額  円 

補助金返還請求額  円 

  



 

様式第７ 号 

 

補助金等交付決定取消通知書 

 

（  公 印 省 略 ） 

第         号 

令和  年  月  日 

 

（ 申請者名）    様 

 

神戸市⻑  久元 喜造 

 

令和  年  月  日付  第   号で交付決定し た神戸市高校生等通学定期券補

助金については、 次のと おり 交付決定を 取消し たので、 神戸市高校生等通学定期券補助金

交付要綱（ 以下「 要綱」 と いう 。） 第11条第１ 項の規定に基づき、 通知し ます。  

 

記 

 

１ ．  対象高校生等の名前  

２ ． 補助金等の額  円 

３ ． 取消し の理由  

 

 


